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長 崎 県
【人口】 1,305千人

【腎臓移植待機者】168人

【臓器移植施設 】

＊長崎大学病院

（肺・肝臓・腎臓・膵臓）

＊長崎医療センター

（腎臓）

【組織等移植施設】

＊長崎大学病院

（角膜・膵島・羊膜）

【脳死下臓器提供施設 】

＊6施設

【腎臓移植協力病院】

＊19施設

＊人口は、令和3年3月1日現在の推推計人口（長崎県より）
https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/kenseijoho/toukeijoho/idojinko/486461.html）

＊腎臓移植待機者は、令和2年12月31日現在（日本臓器移植ネットワークより）
https://www.jotnw.or.jp/data/01.php



長崎県における移植医療の歴史①

昭和40年1月
• 長崎大学 献腎移植実施（長崎大学第二外科（現：脳神経外科）による
心停止後提供）
※昭和39年 東京大学の生体腎移植が国内初

昭和41年 • 長崎大学 生体肺移植実施（国内2例目、世界6例目）

昭和53年10月 • 長崎大学腎不全センターにて腎臓移植登録制度（腎バンク）開始

昭和56年4月 • 国立長崎中央病院が厚生省の地方腎移植センターの指定
→院長・副院長によるコーディネーション役を導入

昭和60年2月
• 長崎県内の移植医師らが中心となり、長崎県と長崎県内全市町村から基
金を募り、長崎県腎臓バンクの基となる財団法人長崎県腎不全対策基金
が設立される

昭和61年10月
• 第1回長崎県腎移植推進会議開催（提供病院、移植施設、長崎県、長崎
県腎不全対策基金）

平成2年

• 厚生省 腎移植推進委員（現在の都道府県臓器移植コーディネーター）
制度開始
→国立長崎中央病院に腎移植推進委員を設置（救命センター看護師長
が兼任）

• 財団法人長崎県腎不全対策基金から財団法人長崎県腎臓バンクへ組織変
革し、厚生大臣より「腎臓のあっせん業」認可



長崎県における移植医療の歴史②

平成9年10月

臓器移植法施行
• 長崎県が腎移植推進協力病院を指定、移植情報担当者設置（13施設、

25名）
• 財団法人長崎県腎臓バンクが長崎県庁内へ。都道府県臓器移植コーディ
ネーターを病院職員からバンク職員（常勤）へ

平成14年8月 • 長崎県知事による臓器提供者への県知事感謝状交付制度開始

平成15年
• 長崎大学 肝移植認定
• 長崎県知事による臓器提供実施施設への県知事感謝状交付制度開始

平成17年
• 長崎大学 肺移植認定
• 財団法人長崎県腎臓バンクが財団法人長崎県救急医療財団とともに財団
法人長崎県総合保健センター（現：長崎県健康事業団）へ統合

平成22年7月 改正臓器移植法施行

平成24年10月 • 長崎県庁舎において国内初のグリーンライトアップを開始

平成26年 • 長崎県移植医療推進協議会発足

平成28年 • 長崎大学 膵島移植認定・膵臓移植認定

平成30年
• 第7次長崎県医療計画において臓器移植医療の目標値を掲げる
→年間目標値；医療機関からの情報提供26件



長崎県における臓器提供件数の推移
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0.41±0.30

脳死下臓器提供ドナー発生都道府県
人口100万人あたりの年間脳死下臓器提供件数
（改正法施行後2010年7月17日～2016年平均）

公益社団法人日本臓器移植ネットワーク 臓器提供・移植データブック 2017

*人口統計：総務省統計局（2016年10月1日現在）

長崎県
第2位！



移植医療に関する普及啓発活動

地域住民 医療従事者

 臓器提供に関する意思表示  臓器提供に関する意思確認
 院内の体制整備（環境づくり）

長崎県移植医療推進協議会
2014.7月 長崎県移植医療推進協議会 設立

長崎県移植情報担当者協議会
★長崎県知事より
腎臓移植推進協力病院へ指定書交付
移植情報担当者へ移植情報担当者委嘱状交付



県（行政）が推進している医療であると認
識していただくような活動を実施する

全く興味もない一般の方々に、移植医療を
認識していただく活動を実施する

地域住民への啓発活動

副知事 県庁時計塔
国重要文化財
（眼鏡橋）

長崎県



10月臓器移植普及推進月間ライトアップ

 グリーンライトアップは長崎県庁時計塔において、日本で初めて実施され、長
崎から全国にその輪が広がっている

 平成24年度JOT地域意思表示推進事業に採択されたことを契機に開始



院内Coの職種の比較（長崎県vs全国）

33. 61%

20; 37%

1, 2%【長崎県】

医師

看護師

臨床工学技士

N=54名、単位;人,%
N=3,206名,44都道府県

※厚生労働省 第54厚生科学審議会臓器移植委員会 参考資料１「臓器
移植対策の現状について」2021.5.19より
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000780842.pdf

15, 46%

3, 9%
4, 12%

8, 24%

1, 3%

1, 3%
1, 3%

脳神経外科

救急科

外科

泌尿器科

脳神経内科

循環器内科

腎臓内科

n=33名

＜長崎県の特徴＞
移植情報担当者（院内Co）は、全
国と比して医師の割合が高い
※設置要綱に医師(脳神経外科・救急科等）・看
護師各1名以上と規定している。

【全国】



現状把握

問題点の検討・

対策の制定

実行

評価、問題

点の検討

活動内容



長崎県における臓器提供件数の推移
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（1965.1～2011.12.31） n＝67

「上級医の先生から、臓器提供もできるこ
とを患者家族へ伝えてみたら？と言われた
ので、頑張って伝えた。ご家族の希望があ
り、脳死下提供へ至った。
ご家族の意向に沿えることが出来てよかっ
たと思うし、選択肢を提示する意義もよく
わかった。
だけど・・・。とても大変だったので、自
分はもう二度と関わりたくない。もうこり
ごり・・・」

ドナー主治医
（脳外科医師）



長崎県移植情報担当者協議会にてＧＷ

平成24年2月(2012年2月）
長崎県移植情報担当者協議会
・グループディスカッション

「臓器移植推進に向けての具体的方策について」

目的：臓器提供に関する選択肢提示を円滑に行う
方法を検討し、今後に活用する

司会：提供側医療機関 病院長
（5類型施設 移植情報担当者）

【検討事項】
 臓器提供の適応可能な患者の把握方法
 選択肢提示を行うためには、どのような支援が必
要か

 どのような院内体制を行えば円滑になるか
 長崎県（行政）・日本臓器移植ネットワークに対
し、どのような支援を望むか

 →県の担当課長・担当職員2名の県職員3名
もWGに参加し、現場の率直な意見を聴取



提供側病院（主治医等）の苦悩

人的

負担

心理的

負担

時間的

負担

・インフォームドコンセント、臓器提供に関する選択肢提示
・ドナー管理、多人数・長時間の拘束、日常診療への影響、
事後検証への対応 など



☆改正後 臓器移植法の運用に関する指針 第６条

主治医等は（省略）家族等の脳死についての理解の状況を踏まえ、
臓器提供の機会があること、及び承諾に係る手続きに際しては
主治医以外の者（コーディネーター）による説明があることを
口頭又は書面により告げること

☆旧法 臓器移植法の運用に関する指針 第4条

（省略）家族等の脳死についての理解の状況を踏まえ、臓器提供に
関して意思表示カードの所持等、本人が何らかの意思表示を
行っていたかについて把握するよう努めること

臓器提供の機会があることのお知らせ

長崎県が作成したパン
フレットです。県から渡
すように依頼されてい
ます。

(平成19年初版作成)

パンフレット
を渡すこと自
体も負担

Documents and Settings/Administrator/My Documents/コピー ～ P1000087.MOV


長崎県としての方針・目標

「行政が推進する医療」「病院全体で取り組
む医療」であることを認識していただく活動
を実施する。

持続可能で適切かつ安全なシステム・支援体
制を構築する。



長崎県知事から医療機関へ協力依頼

長崎県内の救急告示病院（62施

設）に対し協力依頼書を送付。

長崎県の担当課長・担当者、およ

び長崎県臓器移植Co.で、提供施

設を訪問。

病院長・主治医となりうる診療科

長等と意見交換を重ねた。

ご承知のとおり腎移植について
は、多くの透析患者が移植を待っ
ている現状から、脳死、心停止下
両方にわたる臓器提供を推進して
いく必要があります。（省略）
臓器提供の推進にさらなるご協力
をいただきますようお願いいたし
ます。

【病院訪問の目的】
 行政の取り組みを理解してい
ただく

 行政も熱心に取り組んでいる
事を知っていただき、提供施
設を支援することを伝える

 現場の声を聞き、要望や不満
を行政として検討し、支援体
制を構築する



治療と関係ない臓器提供の
ことをなんで主治医が言わ
なければならないの？

今まで救命治療を行ってき
たので臓器提供のことを言
い出し辛いです。どのよう
に言っていいかわかりませ
ん・・・

長崎県臓器移植対策委託金にて作成



現状把握

問題点の検討・

対策の制定

実行

評価、問題

点の検討

活動内容



主治医等の負担軽減に対する支援策

当院では、患者さまとご家族の意
思を確認するために、移植医療に
ついてのお考えをお伺いさせてい

ただく場合があります。

長崎大学病院脳神経外科病棟 済生会長崎病院総合受付

長崎県福祉保健部国保・健康増進課作成

病院として移植医療・選択肢提示を周知する



臓器提供実施施設に対する長崎県知事表彰

長崎医療センターでの県知事表彰贈呈式

のちに厚生労働大臣からの提供施設に対する表彰が実施されるようになった



地域が１つのチームとして



移植医療推進の取組み
・地域推進会議
・普及啓発活動
（一般啓発・病院啓発）

平成26年 長崎県移植医療推進協議会 設立

都道府県
行政

腎

バンク

都道府
県Co.

提供
施設

移植
施設

民間
団体

組織

バンク

特別地域支援事業

院内体制整備事業
（長崎県内3次救急医療施設）

①長崎大学病院
県南地区
※救命救急ｾﾝﾀｰ

②長崎医療ｾﾝﾀｰ
県央地区
※救命救急ｾﾝﾀｰ

③佐世保市総合医療ｾﾝﾀｰ
県北地区
※救命救急ｾﾝﾀｰ



長崎県移植医療推進協議会

 平成26年度JOT特別地域支援事
業に長崎県が採択されたことを
契機に設立

 JOT都道府県支援事業助成金を
活用し協議会を開催

 年2～3回開催
 長崎県知事が委員を委嘱
（毎年初回協議会で委嘱状交付）

 委員長の長崎大学病院 高度救命
救急センター教授、副委員長の
移植・消化器外科教授が座長と
なり、それぞれの立場から積極
的な意見交換を行う

→意見があがった内容を軸として、
長崎県における活動を実施している



移植医療推進協議会メンバー

委員長：長崎大学病院 高度救命救急センター 教授 （提供側）
副委員長：長崎大学病院 移植・消化器外科 教授 （移植側）

委員：長崎県福祉保健部 部長
長崎県福祉保健部国保・健康増進課 課長
長崎大学病院 脳神経外科 教授
長崎大学病院 腫瘍外科 教授 （肺移植）
長崎大学病院 泌尿器科 教授 （腎移植）
長崎大学病院 麻酔科・集中治療部 教授
長崎大学病院 血液浄化療法部 准教授
長崎大学病院 移植・消化器外科 長崎県膵島組織バンク 講師 （膵島移植）
長崎医療センター 高度救命救急センター センター長
長崎医療センター 泌尿器科 部長 （腎移植）
佐世保市総合医療センター 脳神経外科 部長
長崎みなとメディカルセンター 院長（※2020年1月より救命救急ｾﾝﾀ‐設置）
長崎みなとメディカルセンター 救命救急センター長
長崎みなとメディカルセンター 脳神経外科 部長
長崎県アイバンク 理事長 （長崎大学病院 眼科 教授）
長崎県医師会 理事長
長崎新聞社 報道局 統括部長（長崎県政記者クラブより選出）
弁護士（長崎県弁護士会より選出）
長崎県臓器移植コーディネーター



長崎県移植推進協議会での取り組み

・県内3次救急医療施設の全施設合同での死亡退院調査

・長崎県民への意識調査（長崎新聞モニター調査）

→普及啓発活動

→選択肢として臓器提供を提示されること

・選択肢提示に関するパンフレット等の活用の検討

・JOT臓器提供施設連携体制構築事業の報告

・弁護士から見た移植医療について

・コロナ禍における移植医療の現状について

（提供側、移植側、それぞれの立場から）

・普及啓発の具体的な内容

など



 これまで口頭により選択肢を提示していた医師は、パンフレットが作
成されたからといって、その方法に変化はなかった

 しかし、口頭で選択肢を提示できる医師は限られていたため、選択肢
を提示する医師は固定化していた傾向であった

 パンフレットの存在により、不慣れな医師や若手医師等も選択肢の提
示や情報の提供を行える状況となり、選択肢提示を行う医師の裾根が
広がった

 医療機関の担当者がパンフレットを活用しやすい環境となるように、
現場の意見を取り入れたポスター・チラシ・下敷き等を県として作成
し、環境整備に努めた

パンフレット使用について

 選択肢提示の一助となるためのツールとして作成
 患者家族・主治医等の状況にあわせて個々の判断で使用してい
ただいている

 パンレットを使用していただくためには、パンフレット使用に
関する懸念事項を払拭する取り組みが重要



ま と め

 長崎県では、行政・提供側医療機関・移植側医療機関・
関係機関、それぞれの活動が活発化するために、『チー
ム長崎』として一丸となって活動している

 県の取組としては、コーディネーターの配置及び普及啓
発費を継続的に予算措置（R3年度 5,609千円）すると
ともに、移植医療推進協議会・移植情報担当者協議会に
参画し、現場の意見を事業内容に反映させている

 国・JOT等の新規事業には、新たな連携体制を構築でき
る可能性を秘めているため、積極的に応募している

 今後も、県民の皆様が意思を表示しやすい環境、そし
て、その意思を汲み取りやすい環境になるように、地道
に取り組んでいきたい



以下 参考資料



国及び地方公共団体の責務
＜臓器の移植に関する法律＞

第三条 国及び地方公共団体は、移植医療について国民の理解を深めるために必
要な措置を講ずるよう努めなければならない。

＜都道府県臓器移植連絡調整者の設置について＞
厚生労働省健康局長通知 各都道府県知事宛健発発第0230002号（平成15年3月20日）

平成10年度から、各都道府県における臓器移植の円滑な推進を図るために必要
な都道府県臓器移植連絡調整者（以下「都道府県臓器移植コーディネーター」
という。）を設置する事業については、国庫補助事業をしたところであるが、
本事業については各都道府県において同化定着したこと及び今後都道府県が主
体性を持って事業を確保する観点から、平成15年度からは一般財源化され、所
要の財源が措置されることとなったところである。

＜都道府県臓器移植連絡調整者設置事業の推進について＞
厚生労働省健康局疾病対策課臓器移植対策室長通知 各都道府県衛生主管部（局）長宛 健臓発第0320001号（平成15年3月20日）

1.設置主体及び設置場所
都道府県臓器移植コーディネーターの設置主体は都道府県とし、設置場所は都
道府県知事が臓器移植対策に適すると認める場所であって、医療機関の移植部
門でない場所が望ましいこと。





長崎県下三次救急医療施設における
ドナー適応症例の実態調査



• ドナー適応を認識／臓器提供を考慮しなかった ・・ 20

• 搬入後24時間以内の死亡 ・・・・・・・・・・・・ 12

• 選択肢提示ができなかった／機会を逃した ・・・・ 7

• 意思確認ができなかった ・・・・・・・・・・・・ 3

• 治療縮小 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2

• 家族より臓器提供拒否の意思表示があった ・・・・ 1

脳死を経てドナー適応があるものの
選択肢提示がなく臓器提供に至らなかった理由

(n＝24、重複あり)

「長崎県下全三次救急医療施設におけるドナー適応症例の実態調査」
期間：2014年1月1日～12月31日
対象：長崎大学、長崎医療センター、佐世保市総合医療センター

救急車およびドクターヘリコプターにて救急外来経由で入院し、死亡した全症例
死亡症例 607例 ⇒ 脳死を経てドナー適応あり症例：31例

⇒⇒ 選択肢提示あり 7例、選択肢択肢提示なし 24例

竹田ほか、第1回全国臓器・組織ドネーション研究会（併、第30回日本脳死・脳蘇生学会）（2017年）



 臓器提供の経験のない診療科では、終末期において「臓
器提供」という選択肢が認識されにくい

 主治医等は、臓器提供の選択肢を提示したことによって
患者家族から『怒られる』『関係性が悪くなる』と思わ
れるのでは・・・という、心理的懸念があると考えられ
た。
→その軽減策が必要！
・一般市民はどう思っているのか？
・心理的負担を軽減するための対策

本調査からみえてきた課題

患者さんのご家族に対して臓器提供の
選択肢を提示するのは言い辛い
な・・・
まだまだ一般的ではないのでは・・・



選択肢提示に関する阻害要因の払拭
（一般の方は主治医から臓器提供の選択肢を
提示されることをどう思っているのか・・・）

長崎新聞モニターによる
臓器提供に関するアンケート調査



竹田ら:一般市民に対する臓器提供の選択肢提示に関する意識調査.腎移植・血管外科. Vol.30(1),156-164,2018

【対象】

事前にモニター登録している長崎
県内在住の長崎新聞読者

【方法】

 ウェブアンケート

 長崎新聞社より送信されたメー
ルに記載されたURLにアクセス
し回答

【期間】
平成28年11月22日～11月28日

【回答者】
363人

一般市民に対する
選択肢提示に関する意識調査

112; 31%

251; 69%

性別

男性

女性

3; 1% 20; 5%

60; 17%

95; 26%101; 28%

61; 17%

23; 6%年齢
10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

単位：人数；%



患者の救命が困難となり、医療機関が
その家族に今後の治療方針を相談する
際、「臓器提供という選択肢もあるこ
と」を提示することがあります。あな
たはこのことをご存じでしたか。

188; 
52%

175; 
48%

知っていた 知らなかった

あなたは、あなたの家族の救命が困
難となった場合に、「臓器提供」と
いう選択肢を思い付くと思います
か。

117; 
32%

125; 
35%

121; 
33%

絶対に思つく/

たぶん思いつく

どちらともいえない

絶対に思いつかない/

たぶん思いつかない

単位：人数；%N=363単位：人数；%N=363



医療機関が「臓器提供という選択肢もあること」を提示することについて、あな
たはどのように思いますか。

219; 60%

139; 38%

5, 2%
とてもよい取り組み/良い取り組み

どちらともいえない

とても悪い取り組み/悪い取り組み

単位：人数；%N=363

 全体の51.8%の方が、臓器提供の選択肢を提示されることを知っており、選
択肢提示をよい取り組みを答えた方は、全体の60.3%の方であったことか
ら、選択肢提示に関しては一定の理解があると考えられた。

 一方で、その場で臓器提供のことを思いつくと回答された方は32.2%に留
まっていたことから、選択肢提示が重要であることが示唆された。

 ドナーとなりうる患者主治医等に対し、選択肢提示に対する一般市民の理解
の実態を認識してもらうことで、選択肢提示の心理的負担の軽減に繋がるも
のと考えられた。



臓器提供の選択肢提示について新聞記事
になったこと自体、県内医療機関や関係
者はびっくり！
「悪い取り組み」がとても少ない！

平成28年度JOT特別支援事業助成金使用



長崎県臓器移植対策事業業務委託費にて作成

平成24年リニューアル
（県から病院へ送付）



令和2年再々リニューアル
（県から病院へ送付）

長崎県臓器移植事業業務委託費にて作成



病状説明のパンフレット
厚生労働科学研究補助金江口班作成

※パンフレットの記載内容に沿って説明することで、救命
困難であることを伝えると同時に、臓器提供の意思を確認
することもできる



病院主体：4施設合同作成
病状説明のパンフレット

JOT臓器提供施設連携体制構築事業補助金にて作成



脳死の病状説明用パンフレット
長崎県臓器移植対策事業業務委託費にて作成

 脳外科・救急科の医師から、臓器提供や移植という言葉は入れずに、病状説明
用のみのパンフレットを作成してほしいと要望あり

 患者家族が救命困難と理解・受容したと思われた状況下で、臓器提供の選択肢
提示用のパンフレットを活用したいとのこと
→長崎県で作成し医療機関へ配布。移植情報担当者協議会等で活用方法を説明



パンフレット使用の具体的な事例

＜例１＞
診療科のカンファレンスにおいて、臓器提供適応を満たす患者家族に対し、臓
器提供に関する選択肢を提示する方針となり、若手医師（修練医）が選択肢を
提示することになった。
若手医師は上級医に「口頭での選択肢提示はハードルが高い」と相談したた
め、上級医の指導の元、パンフレットを活用し選択肢を提示した。
→患者家族はパンフレットを持ち帰り、自宅において家族内で相談し、移植Co
との面談を希望された。家族の総意により脳死下臓器提供に至った。

＜例2＞
臓器移植法施行以降、臓器提供が未経験の施設であったため、臓器提供施設連
携体制構築事業を契機に院内の体制整備を開始した。
患者主治医は他院で臓器提供の経験があったものの、院内スタッフは未経験者
であり、口頭による臓器提供の選択肢を提示することに不安を覚えていた。
そこで、あらかじめパンフレットをICUや脳外科病棟に設置し、スタッフに対
し、事前にドナー適応患者者がいる場合にはパンフレットを使用する旨、周知
した。適応患者がいる場合には、パンフレットを活用し選択肢を提示した。
→患者家族より移植Coとの面談を希望された。家族の総意により脳死下臓器提
供を希望したが、感染症陽性が判明し中止となった。



長崎県内のドナー情報件数と臓器提供件数
（※４月１日～翌年３月３１日：年度で集計）
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全情報
20

適応あり
16

適応なし
4

OPあり
10

OPなし
6

申し出
3

家族へIC
2

ICせず
8

角膜IC
2

臓器提供
0

角膜提供
2

2019年度ドナー情報分析
（４月１日～翌年３月３１日：年度で集計） N＝20

※「適応」：ドナー適応定義を満たしたもの
※「OP」：オプション提示（選択肢提示)
※「家族へIC」：県コーディネータから患者家族へIC
※「申し出」：患者家族から臓器提供の申し出

・感染症(HTLV1）1
・家族辞退 1

・家族辞退 7
・本人口頭拒否 1

・家族が受容できていない
→OPの時期が難しい。タイミングが分からない。

・院内で共有されていない

・高齢 1
・医学的理由 2
・虐待否定出来ず 1

※7施設より連絡
【うち5類型】
・長崎大学
・長崎医療C
・佐世保市総合医療C
・長崎労災病院

【その他】
・掖済会病院
・北松中央病院
・長崎県五島中央病院



全情報
17

適応あり
17

OPあり
15

OPなし
2

家族へIC
5

ICせず
10

臓器提供
3

N＝17

※「適応」：ドナー適応定義を満たしたもの
※「OP」：オプション提示（選択肢提示)
※「家族へIC」：県コーディネータから患者家族へIC
※「申し出」：患者家族から臓器提供の申し出

・家族辞退 10

・搬入から1～2日で死亡
→OPの時期が難しい。タイミングが分からない。

※7施設より連絡
【うち5類型】
・長崎大学
・長崎医療C
・佐世保市総合医療C
・長崎県島原病院

救急科; 

7

脳神経

外科; 6

外科; 2

小児科; 

1

消化器

内科; 1

※移植外科医に
よる選択肢提示

2020年度ドナー情報分析
（４月１日～翌年３月３１日：年度で集計）



長崎県における臓器提供施設と提供件数
1997～2021年6月末 N＝51

施設名 提供件数
うち
脳死下

うち
18歳未満

長崎大学病院 17例 11例 2例

長崎医療センター 11例 2例 1例

佐世保市総合医療センター 6例 4例 1例

十善会病院 5例

宮崎病院 4例

恵美須町病院 4例

長崎県対馬病院 1例

長崎原爆病院 1例

日浦病院 1例

西諫早病院 1例

合計（10施設） 51例 17例 4例

40; 
78%

11; 
22%

【契機】

主治医等による選択肢提示

家族からの申し出

選択肢提示の40例のうち4例は、
主治医等が選択肢を提示したとこ
ろ、患者家族が本人の書面を探し
意思表示を発見した事例
・意思表示カード1例
・健康保険証3例

※青字は、救命救急センターを有している施設（3次医療機関）


